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急激な環境変化への対応
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連結営業利益増減要因（前期差）

29,956

原価改善の
努力

諸経費の増減・
低減努力＊3

その他＊4

△14,400 △4,256
+10,850

（単位：億円）

営業利益（△5,956）

為替変動の
影響＊1 営業面の

努力＊2

+6,300

112円 / 米ドル
131円 / ユーロ

135円 / 米ドル
137円 / ユーロ

為替・スワップ等の影響除き： △12,550

△4,450 24,000

前期実績
'21.4 - '22.3

今回見通し
'22.4 - '23.3

*1 内訳 *2 内訳 *3 内訳 *4 内訳
輸出入等の外貨取引分 +10,000 海外子会社の +1,050 台数・構成 +1,750 労務費 △1,400 スワップ等の評価損益 △2,200

- 米ドル +9,300 営業利益換算差 金融事業 △850 減価償却費 △700 ロシア生産終了 △969
- ユーロ +400 その他 △200 その他 +5,400 研究開発費 △650 その他 △1,087
- その他通貨 +300 （外貨建引当の期末換算差ほか） 経費ほか △1,700

うち、
資材高騰△16,500
原価改善 +2,100


Sheet1

		＊1.内訳 ウチワケ						＊2.内訳 ウチワケ						＊3.内訳 ウチワケ						＊4.内訳 ウチワケ						＊5.内訳 ウチワケ

		輸出入等の外貨取引分 ユシュツニュウトウガイカトリヒキブン		+10,000				購入品価格改定 コウニュウヒンカカクカイテイ		+1,100				台数（新製品含む） ダイスウシンセイヒンフク		+4,550				労務費 ロウムヒ		△1,450				スワップ評価損益ほか ヒョウカソンエキ		△3,956

		　-米ドル ベイ		+9,300				市況変動 シキョウヘンドウ		△17,000				構成 コウセイ		△2,850				減価償却費 ゲンカショウキャクヒ		△700				　-スワップ等 ナド		△2,200

		　-ユーロ		+400				全社VA ゼンシャ		+550				VC収益 シュウエキ		△700				研究開発費 ケンキュウカイハツヒ		△600				　-ロシア生産終了 セイサンシュウリョウ		△970

		　-その他通貨 タツウカ		+300				新製品 シンセイヒン		+200				　-内金融事業 ウチキンユウジギョウ		△850				品質関連費用		△550				　-タイ関税訴訟 カンゼイソショウ		△357

		(豪ドル ほか) ゴウ						その他 タ		△150				　-内補給･用品/中古車/ｺﾈｸﾃｨｯﾄﾞ ウチホキュウヨウヒンチュウコシャ		+150				経費		△500				　-その他 タ		△429

		海外子会社の営業利益換算差 カイガイコガイシャエイギョウ		+1,050				工場・物流部門 コウジョウブツリュウブモン		+400				価格改定		+5,600				その他諸費用 タショヒヨウ		△600

		その他 タ		△200										販売諸費用		△100

		（外貨建引当の期末換算差ほか） ガイカダヒキアテキマツカンザンサ												その他		△50





Sheet2

		





Sheet3

		







44

生産台数の推移(トヨタ・レクサス)
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*営業利益ベース

（米国会計基準とIFRSとの差異による影響はこちらの分析には考慮されておりません）
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自動車産業の成長と分配の好循環に向けた取り組み
自動車産業

仕入先

従業員

株主
お客様

平均賃上げ率約2.5％/年※1

→日本の全業種平均（約2.2%）を上回る

購買
約250兆円※2

納税
約10兆円※1

未来投資 ・カーボンニュートラル、自動運転社会
の実現に向けた投資と還元

様々なお客様に
最適なモビリティを提供国

株主還元
約11兆円※2

(出典：2022年1月27日 日本自動車工業会会見をトヨタ自動車㈱にて一部加工)

対象：2009年以降
※1 日本の自動車産業と自動車部品産業の累計
※2 日本自動車工業会会員会社の累計

研究開発費28兆円※1

設備投資23兆円※1
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